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第 ６ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2019年３月28日

新 株 予 約 権 の 数 54,460個
　

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の
種 類 と 数

普通株式 272,300株
(新株予約権１個につき 5株)

　
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 4,400円
(１株当たり 880円)

　
権 利 行 使 期 間 2021年４月１日から

2028年３月31日まで

行 使 の 条 件

①　当社株式が日本国内の証券取引所に上場された場合に限
り、本新株予約権を行使することができる。

②　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」とい
う）は、権利行使時において、当社または当社の関係会社
の取締役（監査等委員である取締役を含む）、監査役もし
くは従業員の地位を有していることを要する。但し、任期
満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合と
取締役会が認めた場合はこの限りではない。

③　新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとす
る。

④　本新株予約権者が死亡した場合で、取締役会が相当と認め
たときは、その相続人が本新株予約権を行使することがで
きるものとする。

⑤　本新株予約権の割当日である2019年３月29日から上場日
の前日または新株予約権の行使を行う日のいずれか早い日
までの間は、本件新株予約権の全部または一部を第三者に
譲渡しないものとする。

役 員 の
保 有 状 況

(監査等
委 員
を除く)

取 締 役

　

(社 外
取締役
を除く)

取 締 役

　

新株予約権の数 13,000個
目的となる株式数 65,000株
保有者数 6人

　

社 外
取 締 役

新株予約権の数 - 個
目的となる株式数 - 株
保有者数 - 人

　

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

新株予約権の数 1,000個
目的となる株式数 5,000株
保有者数 1人

　

新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　　　該当事項はありません。

　　③　その他新株予約権等に関する重要な事項
　　　　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制

　当社は、当社及びその子会社から成る企業集団(以下「ウイルテックグループ」という。)の業務の適
正性を確保し、企業理念実現に向けた経営基盤を構築するため、関連諸法令等を踏まえ、以下のとおり
「グループ基本方針」を定めております。
①  取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）当社は法令、定款及び社会規範の遵守を経営の根幹におき、ウイルテックグループに於ける従業
者のコンプライアンスの取組みについて必要な事項を定めたコンプライアンス規程を定め、徹底
と継続的改善を図るため、代表取締役社長が指名した者を委員長として「コンプライアンス委員
会」を設置し、法令の遵守、倫理感の醸成及び全社的なリスク管理に係る方針を定め、コンプラ
イアンス体制の維持、向上を図ります。

２）当社はウイルテックグループに於ける法令違反行為、その他コンプライアンスに関する問題の早
期発見と未然防止を図ることを目的としてグループ内部通報制度を整備し、内部通報窓口を設置
して問題の早期発見と是正を図ります。

３）当社の内部監査部門は、ウイルテックグループに於ける法令の遵守、倫理観の醸成及び全社的な
リスク管理の状況を監査し、これらの活動を社長へ報告し、監査時の課題や問題等について情報
の共有を図るため、監査等委員会と情報連絡会を開催します。

②  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は取締役会及び経営会議を定期的に開催し、経営の執行方針、経営に関する重要事項を決定
し、業務執行状況を監督します。また、取締役会規程、経営会議規程、職務権限規程、業務分掌規程
等の社内規程を整備し、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制を構築し、グループウ
ェアの決裁システム導入により意思決定の迅速化を図ります。

③  取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は法令・社内規程に基づき文書等の保存を行います。また、情報セキュリティ管理規程、個人
情報管理規程、特定個人情報等管理規程を定め、適切な情報の管理を行います。

④  損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、ウイルテックグループの経営活動上のリスクマネジメント体制を整備、構築するための方
針を経営危機管理規程に規定し、これに基づいて経営活動上のリスクを認識します。また、経営危機
の発生時、直ちに社長が対策本部を設置し、統括して危機管理にあたり、直後の取締役会へ報告しま
す。
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⑤  当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
１）当社は、当社及びウイルテックグループの基本活動の策定に於ける基本事項を経営活動基本規程

に定め、その遂行により会社利益の増大を図るとともに法令遵守及び高い倫理観と良識ある行動
により社会から信頼、評価されるように努め、会社の安定と永続的な発展に資することを目的と
します。

２）当社は、ウイルテックグループとしてのサステナビリティ基本方針、環境方針、行動規範を定
め、コンプライアンスや情報セキュリティ等の理念の統一を保持します。

３）当社は、ウイルテックグループの発展と相互の利益の促進のため、ウイルテックグループに関す
る管理方針、管理組織について定めることを目的に関係会社管理規程を定め、ウイルテックグル
ープの管理に関する業務については、社長及び社長が任命する管理担当者が担当し、実務につい
ては各担当部署が行います。管理担当者は、ウイルテックグループを管理するため定められた経
営・財務等に関する業務を処理するほか、ウイルテックグループに関する最新の情報を収集して
整理保管し、必要に応じてその情報を関係者に提供します。ウイルテックグループの経営・財務
等に関する重要な事項については当社報告事項とするとともに、重要な意思決定については当社
承認事項とすることで、適切な経営管理を行います。

４）当社が設置する内部通報窓口は、国内外ウイルテックグループ全ての役員及び使用人が利用可能
とし、ウイルテックグループにおける法令違反行為、その他コンプライアンスに関する問題の早
期発見・未然防止を図ります。

⑥  財務報告の信頼性を確保するための体制
１）ウイルテックグループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある

国内外の法令に基づき、評価、維持、改善等を行います。
２）ウイルテックグループ各部門自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽制、日常的モニタリ

ング等を実施し、財務報告の適正性の確保に努めます。

⑦  内部監査の実効性を確保するための体制
　当社は、ウイルテックグループ会社各部門の内部監査の実効性を確保するため、被監査組織に対し
て独立したウイルテックグループの内部監査に関する統括部署を設置するとともに、ウイルテックグ
ループの内部監査に関する基本方針を定め、必要な体制を整備します。

⑧  監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該使用人の監査等委員以外の
取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

１）監査等委員会事務局を設置し、監査等委員会の招集事務、議事録の作成、その他監査等委員会運
営に関する事務は監査等委員スタッフ等の監査等委員の職務を補助すべき使用人がこれにあたり
ます。

２）監査等委員会の補助すべき使用人の人事異動及び考課等、人事権に係る事項の決定については、
予め常勤監査等委員に同意を求めることによって、当該使用人の監査等委員以外の取締役からの
独立性を確保します。
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⑨  監査等委員会への報告及び報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保する
ための体制

１）監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会、経営会議
のほか監査等委員が必要と判断した会議または委員会等に出席し、報告を受けます。

２）取締役（監査等委員を除く）及び使用人は、監査等委員会が求める重要な事項について、速やか
に監査等委員会に報告を行います。

３）取締役（監査等委員を除く）、使用人及びウイルテックグループの役職員は、ウイルテックグル
ープ内の各種社内会議で業務執行に関し、監査等委員会にコンプライアンス、リスク管理等に関
する報告・相談を直接行います。

４）監査等委員会は、定期的に代表取締役との意見交換会を開催し、必要に応じ使用人との連絡会を
開催し報告を受けることができます。

５）使用人は、監査等委員会が事業の報告を求めた場合、または業務及び財産の状況を調査する場合
は、迅速かつ的確に対応します。

６）監査等委員会に報告・相談を行った取締役（監査等委員を除く）及び使用人もしくはウイルテッ
クグループの役職者に対し、報告・相談を行ったことを理由とする不利益な取扱いを禁止しま
す。

⑩  監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員会は、監査費用の予算、選定監査等委員が行う職務の遂行に関する事項など監査等委員
がその職務を遂行するうえで必要と認めた事項について決議します。

⑪  その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１）監査等委員会は、策定した「監査等委員会監査等基準」に定める監査等委員会監査の重要性、有

用性を十分認識し、監査等委員会監査の環境整備を行います。
２）監査等委員会は、取締役及び支配人その他の使用人に対し、その職務の執行に関する事項の報告

を求め、または会社の業務及び財産の状況の調査をする選定監査等委員を定め、監査への協力を
指示することができます。

３）監査等委員会は、ウイルテックグループ各社に対して事業の報告を求め、またはそのウイルテッ
クグループ各社の業務及び財産の状況の調査を行う選定監査等委員を定め、監査への協力を指示
することができます。

４）監査等委員会は会計監査人に対して、その監査に関する事項の報告を求める選定監査等委員を定
め、業務の品質及び効率を高めるため、情報・意見交換等の緊密な連携を図ります。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　業務執行の効率性の向上に関する取組み

　原則月１回開催する取締役会と経営会議に加え、グループ会社とのグループ報告会を毎月開催し、
当社グループ全体の業務執行についての効率性向上と迅速化を図りました。

②　コンプライアンスに関する取組み
　コンプライアンス規程に則り、コンプライアンス委員会を設置し、体制の構築、整備を行いまし
た。また、ＣＳＲや安全衛生の継続的な研修の実施により、コンプライアンス意識の醸成を図ってお
ります。
　社内通報規程に基づき社内通報制度を運用しており、問題の早期発見と改善処置に取り組んでおり
ます。

③　内部監査に関する取組み
　内部監査室が、年間の監査計画に基づき当社各部門及び国内外のグループ会社について内部監査を
実施しました。

④　監査等委員会に関する取組み
　監査等委員は、取締役会のほか、重要会議に出席し、業務執行状況の報告を受け、内容につき監督
を行いました。グループ会社への監査活動として、四半期レビューを実施しました。また、海外グル
ープ会社の視察報告を受け、内容につき監督を行いました。その他、内部統制システム基本方針の内
容を審議しました。

⑤　損失の危険の管理に関する取組みの状況
　経営危機管理規程に基づく体制を構築し、事故や災害等の企業価値を損なうような不測の危機に対
応できるようにしています。
　情報セキュリティ管理規程に基づき組織された情報セキュリティ委員会により、会議を２ヶ月に１
回開催し、情報システムに関する情報セキュリティ等について審議しました。
　自然災害発生時の対応として、安全衛生委員会が主導し、当社グループ全体で年２回の避難訓練を
実施しました。
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（ 自：2025年４月 1 日
至：2026年３月31日 ）

株　　　　主　　　　資　　　　本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合　　計
為替換算
調整勘定

その他有価
証券評価
差額金

退職給付
に係る調整

累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合

計
当 期 首 残 高 155 827 7,201 △120 8,064 9 0 1 11 8,076

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 7 7 14 14

剰 余 金 の 配 当 △254 △254 － △254

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 897 897 － 897

自 己 株 式 の 取 得 △109 △109 － △109

自 己 株 式 の 処 分 △8 39 31 － 31

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － 5 3 11 21 21

当 期 変 動 額 合 計 7 △0 643 △70 579 5 3 11 21 600

当 期 末 残 高 162 827 7,844 △190 8,644 15 4 13 32 8,676

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　　８社

主要な連結子会社の名称
株式会社ワット・コンサルティング
デバイス販売テクノ株式会社
株式会社パートナー
株式会社サザンプラン
株式会社ウイルハーツ
株式会社ホタルクス
WILLTEC VIETNAM Co., Ltd.
WILLTEC MYANMAR Co., Ltd.

(2) 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

２．連結範囲の変更に関する注記
　　該当事項はありません。

３．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社数　１社

主要な会社名
電子・機械部品製造事業協同組合

(2) 持分法適用会社の決算日は連結決算日と一致しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

５．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
（イ）関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
（ロ）その他有価証券

市場価格の無い株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法による原価法を採用しておりま

す。）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産
原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

（イ）商品及び製品　総平均法または個別原価法
（ロ）仕掛品　　　　総平均法または個別原価法
（ハ）原材料　　　　総平均法または先入先出法
（ニ）貯蔵品　　　　最終仕入原価法または先入先出法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は主として定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　：３年～50年
機械装置　　　　：２年～10年
その他　　　　　：２年～20年

ロ．無形固定資産（のれんを除く）
定額法を採用しております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。
　また、顧客関連資産については８年で均等償却しております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

ニ．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する期間（10年）にわたり均等償却しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、当社及び一部の国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率等により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　当社及び一部の国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会
計年度負担額を計上しております。

ハ．株式報酬引当金
　当社は株式報酬制度に基づく役員に対する株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債
務の見込額を計上しております。

ニ．株主優待引当金
　当社は株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度において発生すると見込まれる額を
計上しております。

ホ．製品自主回収関連損失引当金
　製品自主回収に関する直接回収費用及び関連する費用等について、当連結会計年度末以降発生すると考えら
れる合理的な損失見込額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　一部の国内連結子会社は、過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により案分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
　一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
イ．人財系フィールド

業務請負契約
　主に製造系企業からの業務請負であり、当社の指揮命令のもと顧客との契約による業務の遂行を行っており
ます。業務の遂行を完了した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

人材派遣契約
　製造業・建設業・ＩＴ分野における技術者派遣であり、履行義務は、契約期間にわたり労働者を供給するこ
とであり、当該履行義務は、派遣人員の派遣期間の稼働実績に応じて充足されるものであり、収益は、当該履
行義務が充足される期間において、人材派遣契約に定められた金額に基づき、各月の収益として計上しており
ます。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

ロ．モノ・コトづくりフィールド
製造受託契約及び電子部品販売契約
　電子機器等の製造受託及び電子部品の販売であり、契約の定めに基づき顧客へ製品を引き渡した時点で製品
に対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断しているため、当該履行義務の充足時点で収益を
認識しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね３ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

照明器具製造・販売事業
　照明器具製造及び販売であり、契約の定めに基づき顧客へ製品を引き渡した時点で製品に対する支配が顧客
に移転し、履行義務が充足されたと判断しているため、当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね２ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

保守・メンテナンスサービス事業
　再生可能エネルギー関連の保守・メンテナンスサービスの提供であり、顧客にサービスを提供し、顧客が検
収した時点で、当該サービスに対する支配が移転し、履行義務が充足されると判断しているため、当該履行義
務の充足時点で収益を認識しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

雇用サポート事業
　雇用・就労支援サービスの提供であり、履行義務は、契約期間にわたり充足されるものであり、収益は、顧
客との契約に定められた契約期間における金額に基づき、各月の収益として計上しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。
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OA機器の買取・販売事業
　OA機器の買取・販売であり、契約の定めに基づき顧客へ商品を引き渡した時点で商品に対する支配が顧客
に移転し、履行義務が充足されたと判断しているため、当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
　当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）に支給した報酬
等については、対象期間にわたって費用処理しております。
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有形固定資産の減価償却累計額 1,639百万円

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数

（株）

当連結会計年度
減少株式数

（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式
普通株式
（注１） 6,461,000 16,200 － 6,477,200

合計 6,461,000 16,200 － 6,477,200
自己株式

普通株式
（注２,３,４） 109,767 80,006 36,000 153,773

合計 109,767 80,006 36,000 153,773

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 127 20.00 2025年３月31日 2025年６月27日

2025年11月12日
取締役会 普通株式 127 20.00 2025年９月30日 2025年12月１日

株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当金の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

普通株式 145 利益剰余金 23.00 2026年３月31日 2026年６月29日

（決議） 新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数
当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

2019年３月28日開催
取締役会 普通株式 292,000 － 19,700 272,300

（連結貸借対照表に関する注記）

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注１）普通株式の発行済株式の増加16,200株は新株予約権の行使によるものであります。
（注２）普通株式の自己株式の増加80,000株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得によるものであります。
（注３）普通株式の自己株式の増加６株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
（注４）普通株式の自己株式の減少36,000株は譲渡制限付株式報酬及び業績連動型株式報酬としての自己株式の処分

による減少であります。

２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2026年６月26日開催の定時株主総会において次のとおり付議の予定であります。

３．新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）に関する事項
（単位：株）

（注）当連結会計年度における減少の理由は以下のとおりであります。
・退職による減少分3,500株
・新株予約権行使による減少分16,200株
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む) 1,094 1,077 △17

投資有価証券 17 17 －

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については社債等の直接金融及
び銀行借入等の間接金融による方針であります。将来的に外貨建債権債務等の為替変動リスクを回避し、回収時
のキャッシュ・フローの安定化を図るためにデリバティブ取引をヘッジ手段として利用することを想定しており
ますが、投機的な取引は行わない方針であります。なお、当連結会計年度においてデリバティブ取引は行ってお
りません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客を含めた取引先の信用リスクに晒されておりま
す。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日であります。
　借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（得意先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権に係る信用リスクについて、与信債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及
び残高管理を行うとともに主な信用状況を随時把握する体制を取っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　デリバティブ取引の執行・管理については、決裁権限を定めた社内規程に従って行い、格付けの高い金融機
関と取引を行っております。なお、当連結会計年度においてデリバティブ取引は行っておりません。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは資金繰り計画を作成するなどの方法によ
り管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。な
お、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額31百万円）は、次表には含めておりません。また、現金は注記
を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、支払手形及び買掛金並びに電子記録債務
は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 17 － － 17

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む) － 1,077 － 1,077

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。
　レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現
在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
重要性がないため記載を省略しております。
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当連結会計年度
（2026年３月31日）

人財系フィールド 26,649
　製造請負・派遣事業 12,366
　　製造請負 5,173
　　製造派遣 7,192
　技術者派遣事業 14,283
　　機電 5,454
　　建設 5,964
　　ＩＴ 2,864
モノ・コトづくりフィールド 19,278
　EMS事業 17,056
　　電子部品製造・販売 3,611
　　照明器具製造・販売 13,445
　社会サポート事業 2,221
　　社会インフラ 1,726
　　雇用サポート 31
　　サーキュラーエコノミー 463
その他（注）１ 340
調整額（注）２ △332
顧客との契約から生じる収益 45,936

当連結会計年度期首
（2025年４月１日）

当連結会計年度末
（2026年３月31日）

顧客との契約から生じた債権 5,421 5,796
契約資産 263 249
契約負債 7 201

１株当たり純資産額 1,372円19銭
１株当たり当期純利益 140円83銭

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、障がい者支援事業及び海外
事業を含んでおります。

２．調整額はセグメント間取引であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）５．会計方針に関する事項（5）収益
及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の金額は次のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　契約資産は、人財系サービスにおける業務請負契約及び人材派遣契約に係る請求日以後期末日までに充足した履
行義務について、顧客に対して未請求となっているものであります。契約資産は、顧客に請求した時点で、売掛金
に振り替えられ、概ね１ヵ月で決済されます。
　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のその他に含ま
れております。
　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、７百万円でありま
す。

（１株当たり情報に関する注記）
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（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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(自：2025年４月 1 日
至：2026年３月31日)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 そ の 他 資 本
剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益 剰 余 金
合 計別 途 積 立 金 繰 越 利 益

剰 余 金
そ の 他 利 益
剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 155 183 644 827 1 35 3,382 3,417 3,419

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 行 使 ） 7 7 7

剰 余 金 の 配 当 － △254 △254 △254

当 期 純 利 益 － 673 673 673

自 己 株 式 の 取 得 － － －

自 己 株 式 の 処 分 △8 △0 － －

当 期 変 動 額 合 計 7 7 △8 △0 － － 418 418 418

当 期 末 残 高 162 190 636 827 1 35 3,801 3,836 3,838

株 主 資 本
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計

当 期 首 残 高 △120 4,282 4,282

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 14 14

剰 余 金 の 配 当 △254 △254

当 期 純 利 益 673 673

自 己 株 式 の 取 得 △109 △109 △109

自 己 株 式 の 処 分 39 31 31

当 期 変 動 額 合 計 △70 355 355

当 期 末 残 高 △190 4,637 4,637

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

商品　　個別原価法
仕掛品　個別原価法
貯蔵品　最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　： ３年～27年
構築物　　　　　　　：10年～15年
機械及び装置　　　　： ２年～10年
車両運搬具　　　　　： ２年～ ６年
工具、器具及び備品　： ３年～15年

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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４．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認
められる額を計上しております。

(3) 株式報酬引当金
　株式報酬制度に基づく役員に対する株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額を
計上しております。

(4) 株主優待引当金
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度において発生すると見込まれる額を計上しており
ます。

５．収益及び費用の計上基準
業務請負契約
　主に製造系企業からの業務請負であり、当社の指揮命令のもと顧客との契約による業務の遂行を行っておりま
す。業務の遂行を完了した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

人材派遣契約
　主に製造系企業への人材の派遣であり、履行義務は、契約期間にわたり労働者を供給することであり、当該履行
義務は、派遣人員の派遣期間の稼働実績に応じて充足されるものであり、収益は、当該履行義務が充足される期間
において、人材派遣契約に定められた金額に基づき、各月の収益として計上しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

保守・メンテナンスサービス事業
　再生可能エネルギー関連の保守・メンテナンスサービスの提供であり、顧客にサービスを提供し、顧客が検収し
た時点で、当該サービスに対する支配が移転し、履行義務が充足されると判断しているため、当該履行義務の充足
時点で収益を認識しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

雇用サポート事業
　雇用・就労支援サービスの提供であり、履行義務は、契約期間にわたり充足されるものであり、収益は、顧客と
の契約に定められた契約期間における金額に基づき、各月の収益として計上しております。
　履行義務充足後の通常の支払条件は、概ね１ヵ月以内に決済されており、重要な金融要素はありません。

6．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
　当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）に支給した報酬等に
ついては、対象期間にわたって費用処理しております。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 313百万円

短期金銭債権 648百万円
短期金銭債務 118百万円
長期金銭債権 300百万円
長期金銭債務 1,250百万円

売上高 27百万円
その他の営業取引高 606百万円
営業取引以外の取引による取引高 300百万円

株式の種類
当事業年度
期首株式数

（株）

当事業年度
増加株式数

（株）

当事業年度
減少株式数

（株）

当事業年度末
株式数
（株）

普通株式 109,767 80,006 36,000 153,773

繰延税金資産
長期未払金 60百万円
未払事業税 20百万円
賞与引当金 46百万円
投資有価証券評価損 75百万円
減損損失 8百万円
減価償却超過額 4百万円
差入保証金償却額 10百万円
貸倒引当金 4百万円
株式報酬費用 17百万円
株主優待引当金 4百万円
関係会社株式評価損 112百万円
その他 15百万円

繰延税金資産小計 379百万円
評価性引当額 △287百万円
繰延税金資産合計 92百万円

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引による取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加は取締役会に基づく自己株式の取得80,000株及び単元未満株式の買取り6株によ
る増加分、減少は譲渡制限付株式報酬17,200株及び業績連動型株式報酬18,800株の自己株式の処分による
減少分であります。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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１．子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

種類 会社等の
名称

議決権等の
所有（被所有）

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
㈱ワット・コ
ンサルティン
グ

100％ 資金取引 資金の借入
（注） － 長期借入金 680

子会社 ㈱パートナー 100％ 資金取引 資金の借入
（注） － 長期借入金 450

子会社 ㈱サザンプラ
ン 100％ 資金取引 資金の借入

（注） － 長期借入金 120

子会社 ㈱ホタルクス 100％ 資金取引 資金の貸付
（注） －

短期貸付金 500

長期貸付金 300

２．役員及び個人主要株主等 （単位：百万円）

種類 会社等の
名称または氏名

議決権等の
所有（被所有）

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員及
び主要
株主

小倉秀司 41.09％ 当社取締役
会長

自己株式の
取得（注） 109 － －

１株当たり純資産額 733円46銭
１株当たり当期純利益 105円69銭

（関連当事者との取引に関する注記）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の借入・貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間１～５年、担保は受け入れて

おりません。

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）2026年３月２日開催の当社取締役会に基づき、自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）により取得
　　　　しており、取引価格は取引前日の終値によるものであります。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

　　該当事項はありません。
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